
令和 2 年度 犬山市市民活動団体アンケート調査結果 

犬山市協働プラザでは、犬山市内の市民活動団体の活動実態調査を行った。 

実施方法としては、活動種別、活動地域、財政規模、今後の課題について、郵送によるアンケートや電

話ヒアリングを行った。 

犬山市内にある登録市民活動団体 107 団体（令和 2 年 5 月時点）に対してアンケートを行い、その際

には、前任者である「しみんてい」から「ジョインいぬやま」に運営団体が変更したことを通知しつつ、

前任者及び市役所から預かった従来の情報データの精査と変更した情報等の更新をした。 

回答が得られたのが 74 件、回答率は約 74%であった。 

 

調査結果 

発送件数 99 件 

返送件数 74 件 

 

 

今回の結果を踏まえ、さらに理解を深めるために、返送のあった団体で積極的な活動が見られるところ

から、順にインタビュー活動を行った。 

それにより、市民活動団体の日常的な活動内容や、構成員、沿革や活動動機などに触れることになり、

大切なコミュニケーションの機会となった。 

今年度も引き続きインタビュー活動を続ける。 

同時に返送のなかった団体においても、積極的なコンタクトを取り、関係性を築いていく。 

また、課題とされた部分においては、解決に向けた取り組みに向けて調査検討していきたい。 

  



【活動種別について】 

令和元年度市民の社会貢献に関する実態調査 報告書（令和 2 年 6 月内閣府）によると、全国のボラ

ンティア活動に参加した人の活動分野は、まちづくり・まちおこし 29.9％、子ども・青少年育成

24.1％、地域安全 23.3%、自然・環境保全 18.7％等があげらている。（図-2 参照） 

 
図-2 ボランティア活動に参加した分野（複数回答） 

令和元年度市民の社会貢献に関する実態調査 報告書、令和 2 年 6 月内閣府 

 

犬山市内の市民活動団体の活動実態調査の結果もこの傾向と似ており、まちづくり・まちおこし、

34.1％、学術 33.1％、子ども・青少年育成 31.1％、社会教育 23.1％となっている。これは犬山城などを

はじめとする歴史文化が観光化している犬山市の特徴ともいえる。犬山市の市民活動団体は、社会課題

から作り上げられたものもあるが、一方で地域の歴史や風土の特性を通じて醸成された団体も数多くあ

ることから、地域コミュニティの関係性などについても今後検証することが重要であることが分かる。

（図-3 参照） 

 
図-3 犬山市内における市民活動団体活動状況調査（活動種別） 

         
   

         

   

    

      

         

        

          

         

        

        

        

        

        

           

         

        

        

        

 

        

   

  

    

   

   

  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

    



【活動地域について】 

活動地域については、犬山全域が 43％を占めており、各地域に市民活動団体が点在していることが分

かるが、特に興味深いことは、市外の団体が 14％あることである。一般的に歴史文化活動は地域を超え

ることがあるため、団体の住所が犬山市内にとどまらないことが分かる。（図-4 参照） 

 

 

図-4 犬山市内における市民活動団体活動状況調査（活動地域） 

  

    

   

  

   

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

   

    



【財政規模について】 

平成 29 年度 特定非営利活動法人に関する実態調査（平成 30 年 3 月内閣府）によると、全国の特定非

営利活動事業の費用の合計について、全国 NPO 法人 1595 団体の調査結果をみると、0 円超～100 万円

以下が 18.7％、100 万円超～500 万円以下が 18.2％、500 万円超～1000 万円以下が 30.9％ともっとも多

い。1000 万円超は 18.0%となっている。（図-5 参照） 

 

図-5 特定非営利活動事業の費用の合計 

（平成 29 年度 特定非営利活動法人に関する実態調査、平成 30 年 3 月内閣府） 

全国の NPO 法人に比べ、犬山市の市民活動団体の財政規模が小さいことが分かる。年間活動費が 100

万円以下の団体 84％となっている。NPO 法人と市民活動団体の組成根拠が異なるため、比較がしにくい

ところもあるが、犬山市の市民活動団体は法人化をしていない小さな団体が多いことが分かる。一方で

1000 万円を超える団体が 9％あることから、全国平均から見ても必ずしも市民活動団体が育っていない

わけではないことが分かる。（図-6 参照） 

 

 

図-6 犬山市内における市民活動団体活動状況調査（財政規模） 

     
   

       
   

        
   

         
  

          
          

  

    



 

【今後の課題について】 

平成成 29 年度 特定非営利活動法人に関する実態調査（平成 30 年 3 月内閣府）の抱える課題につい

て、全国 NPO 法人 3424 団体の調査結果をみると、人材の確保や教育 66.9%が最も高く、収入源の多様

化が 54.2%、後継者不足が 38.8%となっている。（図-7 参照） 

 
図-7 抱える課題 

（平成 29 年度 特定非営利活動法人に関する実態調査、平成 30 年 3 月内閣府） 

犬山市の市民活動団体の抱える課題として、活動資金を課題としている団体は 18％、継承者 14％、ス

タッフ 13％となっていることが分かる。全国の NPO 法人が抱えている課題と犬山市内の市民活動団体

が抱える課題には全国の NPO 法人が抱える課題と類似していることが分かる。（図-8 参照） 

 

図-8 犬山市内における市民活動団体活動状況調査（今後の課題） 

    
   

  
   

  
   

   
   

   
   

     



 

【活動の具体的な困りごと】 

資金 経費(印刷物、会場費)の負担軽減、経費捻出、資金の確保、資金面の問

題、会場費の問題、講師謝礼の捻出 

人材 会員の募集、参加者の募集、継承者育成・確保、会員募集、継承者の確

保育成、永住者確保（地域問題）、平日のスタッフ確保 

宣伝 広報誌やチラシの配布、知ってもらいたい、情報発信の多様性、ＨＰが

欲しい、HP 改正したい、告知 

その他 企業の紹介を依頼したい、地域に役立てたい、コロナ禍で解散考慮、提

灯の新調、コラボについて 

会場 開催地の拡大、開催場所の確保、プラザ会場をつかいたい 

運営 事務作業の負担大、会計相談の時間が掛かる、Zoom 開催を検討 
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